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経 済 発 展 の 構 造 分 析 （- )

-構 造 変 化 を 含 む レ オ ン チ ィ ュ プ 動 学 体 系
( 1)

尾 崎 厳

( 1) 問 題 の 所 在

1 . この研究の目的は，構造変化を合む励学体系の桃築という間題に対し， つの試論的モデル 

を提示し，その実証を試みることにある。本分析の特徴は次の譜点に昆られる。

U)経済構造economic s t r u c t u r e という概念を,レオンティエフ動学体系の梓組において厳密 

に定義し，その時間的变化を定量的に把握する次いで，（ii)構造変イヒを惹き;す:3こす基本的な要因を， 

技術的要素に求め，これを一方で生産関数の計測, 他方で，産業連開表の中に観察される構造特性 

の検という 2 点で把握する。前者の生産関数の計測では,特定部門における規模の経済性が明白 

に検出され，後者の構造特性の分析では，各産業を貫く素原材料加工系統の存在が経験的に確定さ 

れる。（iii)この二つの要因を基礎にして，特定の経済構造がどのように定着して行くかの実諷分析が 

試みられる。さらに，こ、れらの分析結果に基づいて， 構造変化を動学体系の中に内生化する摸型 

の溝築が試みられる。最後に, （V》この拡充された動学摸里を用いて，現実の経済変動(economic 

ch an ge)と技術体系の変化の相互波及がいかに発展のパタ一 ンを形成して行くか過程が説明される。 

以上が分析内容の要約である。

2 . この研究の構成の概略は次の通りである。最初に分析の系譜を概観する。上述の研究領域は， 

現在時点では’未だ十分には開拓されていない分野'であり，また論争的な分3 ^でもある。そこで，こ 

の分析の系谱の節では論点を明確にするため，あえてレオンチィエフ動学体系の解釈をめぐる二つ*

注（1 ) この研究は，慶應義塾大学産業究所Keio Economic O b se rv a to rjrにおける生座傭造分析プロジa：クトの研究結 

梁をまとめたものである。一連の研究はO z a k iによって1968年のGenfeveおよび1973年 の V ie n n aにおける 

■ In ternational Conference on Input-O utput Technique において報告され〔8 〕，f 9 } , さらに，1979 年 

V ie n n aに'おける同国際会議には，Ozaki & S h im iz eの共同班究として報告された〔11〕。また，研究の進展過殺 

■ では， P rof，L eo n tie f ,ん P ‘ C arter i t 村江太邮教授, 小尾恵一郎教授から多くの助fl•を得た研究過程では，お 
1U孝造氏，m-mm,清水雜彦氏，森劇場子氏，菊他純-^氏俾多くの研究者の協力を得た。本論文は，とれらの各氏 

との協同pf究から成立っている。

一~一 8 4 (7イ の ——  ■



• 経济発展の構造分析B  

の立場という視点をとりあげ，その対比の上に本分析の特徴を明らかにしようと試みた。

第 3 節では，分析の出発点として日本経済の1951〜1970年の約2 0 年にわたる部門別価格恋化の 

推移を観察する。この観察事実は，この期間の日本経済が決して比例的成長balanced economic 

g r o w t h の径路を迪ったものではなく，成長過程に烈しい構造変化を伴ヶた不比例的成長unbal­

anced economic g r o w t h を持続してきたことを示している。この結果に基づいて,第4 節と第 

5 節では構造変化を含むレオンティエフ動学体系の拡充の方向が示される。この坡宠されたモデル 

を実誕するためには構造変化を意iき起こす基本的な要因が検出されなければならない。この研究で 

は，その要因として"塊摸の経済性，，の存在と，部門間の配列順序を決定する"素原材加工系統，，の 

存在という二つの要素を確認する。前者は生産関数り測定の問題であり，そのナこめの宾験計園と計 

測結果が第6 節で検討される。後者の素原材料加工系統め雄認は，いかなる:t 業化された社会にお 

いても，共通に存在する墓本的な技術的連関の性質（部門問配列基準）を与える。両耍因は，相まっ 

て，構造変化を含む動学体系の基礎的関係を構成する0 最後に，この拡充された勘学模型の検証が 

試みられる。素厚材料加工系統の確定以降の問題は, 次稿以下でのべられる。 •

■ ■ . ■ ' ■ ' . . ■ - '
. ■ ,

( 2 ) 分析の系譜—— レオソチィエプ励学体系をめぐる二つの解釈 .

：

3 . 経済構造という概念に厳密な定義を与え，経済変動と構造変化の研究を，筒潔な一般均衡の 

' 理論図式で把えるとともに，.その実証を可能にした分析装置は，W. レオンティエブのま始になる 

投入一産出分析であろう。この分析においては，一方で経済# 系を，一般均衡理に基づく連立一 

次方程式体系として理論的に定式化するとともに，他方では理論の要請する観測デーク（投入一虚 

出表）の作成に着手し，さらに，実®E分析のi t めの精徽な検証手段（投入一摩出分析の手法）を提供 

する。とこにはじめで経済構造変化の定量的分折が可能となったの.である。

さて，投入一; ^出分析を中核にすえるこのレすンティエフ経済学には，本質的に「経済現象を不 

断に変容する動的過程として把える」という基礎認識が貫かれている。1941年の主著 rアメリカ経 

済の構造， 1919- 1 9 2 9 Jにおいては，分析の第1 次接近として，まず静学模型(generaj static model) 

が提示された。しかし，それはあくまで動的な過程をある時点で瞬間的に描写したものであり，励 

学的要素を無理に静学モデルの中にま現するという多くの工夫がなされている。生産性係数や貯蓄. 

係数# , 多くの動学的! ^因パラメタが，この静学モデルに導入されているのは，以上の理由による 

ものである（Leontief〔5 〕）。

4 . 経済体系の動学化は， ようやく1 9 5 3年に同時に発表されたレオンチィュプの"Structural 

C h a n g e "〔6 〕と "Dynamic A nalysis，， という二つの論文によって明示的に定式イ匕された。
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「三旧学会雑誌J 72巻 6 号 （1979年12月）

この二つの論文の意義は次のようなものである。

本来，不断に变容する経済現象は，現実には，次の二つの側面が輔游じつつ現われてくる。一つ

は，成長の動的要因ともいうべき資本蓄積の効果であり，他は，経済発展の特質ともいうべき構造

変化の側面である。両側面は，歷史的発展の過程では，密接不可分のものとして，’相互に影響を及

ぽしながら現われてくる◊ しかし，分析の祝点にiz：てぱ，まず両者を区別して，それぞれの要!^を

分析することが右効な接近方法を与えるであろう。との理由から，二つの論文が別個の独立した論

文として登場するのである。

レオンティa：•フま身は，この二つの侧面について，次のような説明を与•えている。r経済体系の

s to c k - f lo wの関係を基礎にして導出された"動学的特性*’ (dynamic, properties)というものは,経

済変動，(economic change)の一つの侧面のみを説明する性質であって，それは，構造的定数の不変

性 （invariant structura l c o n s U n ts )という条件の下でのみ解釈のできる動学的な性質である。他方 ,

発展という長期的変動をひき起こす，より基礎的かつ中心的な要因（more deep-seated causes of

development)は，構造的関係自体の変化—— たとえば嗜好の変化や，生;^過程の構造き体の変化
( 2 )

 のうちに見出さるべきもめである」と。このことの意味を，レオンティュフ動学体系の定式化

を用いて解釈してみよう。

一般に，哲典的なレオンティエフ動学模Mは次式で与えられる6

( 1 ) A X » + B ( Xけし X ^ + C ら  X、

ここに, XS C * は，それぞれ任意の《時点における経済全体の生産量ベクトルと,消費需要量 

べクトル，ま'た, A およびB は，それぞれW行 W列の中間投入係数行列と資本係数行列であるぃ方 

程式の第1 項は，各財についての中間財需要，第 2 項は,加速度原理という形で表現された資本財 

需要，第 3 項は，消費財需耍を表わし，等号は，それら需要量の総和が右辺の総生産額に等しいこ 

とを示している。A, B , 両行列は，相まってこの経済体系のstock- f l o w の構造的特性を規定す 

る。さて，（1 ) 式は，数学的には一階の連立定差方程式体系であり，A, B 両係数行列が時間にわ 

たって一定不変であれば，その一般解は，時間の関数としての生産量X&の -励学径路を与え(|>)。 #  

言すれぱX*の変動径路は，A, B 行列の特性によってのみ決定されるこれがレオンティエフの述 

ベる動学的特性の意味である。 ’

他方，現樊の変動過程では，A, B 行列がとも>こ時間の推秒に阅して不変にiLまるという保障は 

全くない。時間の推移に伴って両行列が变化する場合，それらを一般的にAS という記号で 

-表わしてみよう。この結果，レオンチィュプ体系の定式化の下では桃造変化は，A<, の時間密

化によって§5̂ 現されることになる◊ もし， k 、との時間的变化の態 J iが知られるならぱ，たと

注（2 )  Leontlejf. ."Stmctui*al change"!； 6 〕p , 1 6 .よ！？。

( 3 ) ( り式の意味については，後節 ( 4 ) およびそめ脚« ミ（7 ) を參照せよ。

86(745)
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経済発展の構造分析H

えぱ，次式

( l y  A{X« +  B，(Xり.1 - X り+ C«=X«

によって，構造変化を含む動学径路を導出することができるであろう<

5 . さて 1 9 5 0年代後半に入って，上記二つの論文は，.別々の方向に| § 展した。一*つは，レオン 

ティュフの"Dynamic A n a ly s is "の侧面に着目し，これに線型計画の手法を適用することによ-っ 

て, いわゆる「がんじがらめ」のレオンティュプ動学体系を，新古典派的有効蓄積の理論に一般化

(generalization)す速の研究方向である。その代表的な著作としては> クープマンスの先駆的 

業 績 r生産と資源配分の活動分析」1 9 5 3 ,〔4 〕と共に， ドーツマン. サムエルソン♦ ソローのr線 

型計画と経ま分析J 1958〔3 〕等をあげることができるだろう。この線上に古典的なレオンチィュプ. 

動学体系を解釈すれぱ， 次のようになる。 いま， レオンティュプ動学模型を,そのまま現実の経 

済変動にぜ応させてみよう。A, B , 両係数行列が時間に関して不変のままの等式体系は，まさに 

新古典派の学者が名付けすこように，技術の固定性によ,って「がんじがらめ」にされた励学体系とな 

る。そこには，生産主体（企業）の合理的行動が登場する余地は全くない。技術係数行列一定の仮 

章は，形武として服界生産力説命題の成立を否定する。これは新古典派的経済像の立場からはまさ 

に致命的な欠略といわざるを得ない。このI I点を解決するために，まず，レオンチィュフ勘学の-等 

式体系を不等式の体系に緣みそこに線型計画,の手法を適用する0 次いでレオンチィュプの固定的 

技術係熟 (one commodity-one a c tiv ity )の性質に代えて，技術の代替性を許容する複数の交替的 

a c t i v i t yの存在を仮定する。このような仮定の下で一般化された：®;学体系は，限界生産力説命題の 

成立を許容し，その帰結は*完全競争め下での資源の最適配分を保障する資本蓄積の有効径路を導 

出する。同時に, その線型体系の性質は，いわゆる双対の定理を軸として，均衡価格と均衡数量の 

動学径路を同時的に決定する。それは，規範的経済学’(normative economics)の領域において，は 

ぼ完結した一つの励学体系を樹立したものと言えるだろう0 論理的視点に立つ限り，この体系の理 

論構成は完璧であり，いかなる反論も成立し得ない。以下，この方向を"activity a n a l y s i sの適 

用による動学体系の一艘化" と呼ぶことにしよう0
I '

f , • ■

6 . 他は, 経済発展の過程における"Stnictural C h a n g e "の耍因分析に着目し，その基底に

注（4 ) との（1)'式のま現が後述の"The dynamic in v e r s e "モデルにおけるレオンチィエフの定式イ匕A »X<+Bけ’（Xけ'ー 

X < )+ C 'ニ X < と比べて，B 係数ウ表現が異なっているととに注想せよ。（り'式は，より正確には次のように表現され 

る。いまA ',  B>がそれぞれ他から与えられている何等かの変数ル，い のとる値によって恋化することが判明してい 

るとせよ。このとき，構造変化を含む動学体系は，A, Bをそれぞれへどの関数，としてま現したとき, .
0 ) "  A (が）X < + B (を':)(X'+i — X り+  C'==X,

のように書ける0 ( 1 )" .式は，IE確にレオンティエフの"The dynamic inv’e r s e " の定式化に対応する式となる。 

' このとき, A の恋化とが，Bの変化との旧係が経験が ;;に明らかにされる必要が生ずる。

— 87C74P) -
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ある技術変、化の経済過程に及ぼす影響を重視する方向である。’この方向は，漸く1960年代後半にな 

て，レオンティエブg 身による"The dynam ic in v e r s e " モデルとなって現われた。その定式化 

は， r構造変化を舍むレオンティ エフ動学体系の拡充（Extension)jという形で示されている。 そ 

の特徴は次の点に見出されよう。

すでにのベたように，新古典派的一般化では，技術係数行列の恋化の要因を，投入要素間の代替 

性の許容, およびその結果として相対価格の変化が*直接に技術代替を惹き起こすという方向で解 

決しようと試みる。.それに対し， レオツチィエフの"The dynam ic inverse" モデルの方向で 

は，あくまで，ある程度の技術的相互補完性を保持しながら，係数行列全体の時間的-凝化を動学体 

系の中に組入れ，その影響を評制しよづと試みるのである。雨者の招違は，論理的な間題というよ 

りも，むしろ経済発展の基礎#!造に対する事実認識の相違に基づくものと言うべきであろう。すで 

に, 1 9 5 3年の論文 "Structural Change"〔 6 〕において, レオンチ/ キプ自身は,次のようにの 

ベている。「構造变化の研究は，少なくとも次の二つの質問に答えられるようなものでなけれぱな 

らない。第 1 に，ある特定の経済体系の構造が現実にどのように変化したかという質問，第 2 に，

こ構造変イ匕が，個々の産業わ産出量や，商品の価格にどう影響したか，い,いかえれば，構造変化 

が，与えられた経済体系の徒厲変数にどのように影響したかという質問であるJ と。第 1 の貧間は， 

まさに事実的な関係であり，この19ね年論文 "Structural C h a n g e "の研究自体は，この質間に 

直接答えようとするものであった。そこでは，米国経済の1919年と1929年および1 92 9たと 1939年 

の各K)年間において，現実の投入係数がどのように変化したかが，全部門につ.いて量的に分析され 

ている。第 2 の質問の性質について，レオンチィュプ自身は, T究極的にゆ事実的な関係（factual) 

として示されなければならないものの，多分に一般的な方法論上の問題をひき起こす間題であるJ 

とのべる。このことは，構造変化の経済諸変数に与える響の分析には， 何等かの測定模型（理論 

図式）の確定が必要不可欠であることを意味している。 以上の理由により，第 2 の質問に答える体 

系的分析は，I 9 6 0年代後半まで待たねばならなかっナこ。1 9 6 8年， 投入一産出分析に関する画際学， 

会において発表され，1 970年に公刊きれたレオンティ；X■フ "The dynam ic inverse"'論文がそれ 

であを。しかしながら，この論文では，構造係数行列の変化の要因分析はなされていない。その結 

果，この論文では，通常の分析のように励学体系を時間の流れに沿って展開して行くのではなく， 

逆に時間の流れを過去にさかのぼって#!造変化の時間的連鎖を定量的に分折するという工夫がなさ 

れたのである。

. われわれは，以上の分析系譜の線上に，さらに第 3 の賀間を付け加.えたいと思う。それは， 

"構造恋化が経済過程に与える影響だけではなく，逆に済の動的プロセスが構造变化にどのよう 

に影響を及ぱすか" .という設間である◊ 換言すれば，当初，レオンティ*'^フ自身によって区別され 

た "構造恋化" と動学分析，，の総合が，いま発展の構造分析における現代的課題として耍諧され

 8 8 (/^ S (? )-----



. 経済発展の構造分析B

ていると考える。以上の線上で，本稿においては"The dynam ic in v e r se '*モデルの拡充を試み 

る。これが，本研究の生たる課題となる。

7 . 以上のベた"新古典派的一般化’’ と "レオンチィュプ的拡5fe"の二つの方向には，それらが

共に同一の古典的レオンティエブ動学休系の解釈を出発点としていながら，その定式化に反映され

た性質に，次のようなきわだった相違点が見られることに注目しておかねばならない0 .

i ) その第1 は, 両体系の基礎的構造に関する認識の相違点である。この相違点を一言でのベれば,

"新古典派的解釈による一般化された摸型" には，基本的に「構造」 という概念が無く，反対に，

ィ‘レオンチィエフ的拡充の方向における動学模型，，は r構造J および「構造変化」という概念を基礎

，に構築されているという点であろう。 .

先の（1 )又は( 1 ) '式において"構造，’ および"構-造変化，，概念は, A 行列とB行列の特性およがそ

のま'化という形で把えられる。そこで，雨体系の相違点は，任意の時点'《において，A行列，B 行

列がどのような要因に基づいて定まっているかの解釈のちがいに帰着することになる。 ，

まず新古典 /̂|̂ 的ー般化の方向についてのべよう。周知のように, , a ctiv ity  a n a l y s isの適用によ

る新古典派的生産理論の一般化は，まず，（イ)技術め原基型態をa c t i v i t y という基本概念で表現す

る次いで，（ロ)すべての商品のそれぞれについて，多数個の生産技術したがって，多数の交替的な

a c t i v i t y が存在するものと仮定する。第 3 に，，(ハ)各時点ごとに，すべての商品に関するすべての

生産技術の全メニューが, あらゆる個別企業に等しく与えられているものと前提する。第 4 に，（ユ)

経済体系を不等式体系で表わし， そこに線型計画の手法を適用する。 この手法の特質として， 各
. (5.)

.a ctiv ityの加法性a d d it iv ityと分割可能性se p e r a b ilityの二つの基本的仮定が設定される。

i ± ( 5 ) 線型計画法の適用になる最も一般的な技術メ
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この技術係数行列は次のs つの特徴をもっている。（イ)一つは各メ商品について"り 個の複数交替的なa c t i v i t yが 

存扭している.こと0 (ロ)第 2 にi商品A：番目のa c t i v i t y は，中 投 入 係 数 (*  = 1 »  2 ……《. ) , ⑩労係数け 、， 

資本係数らか（J = 1 , 2 …..‘《) の列ぺクトルの要素を’もっているということ。H 第 3 に，線型H•画法の適用に際し 

.て，計画期間全体にわたってこのa c t i v i t y の加法性と分割可能性の恨定が保持されるという点である，この結果は，.，

、 — 89(781) — -
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r三旧学会⑩動 72卷 6 号 （I979年!2月）

この線型不等式体系の下で, （《〉各個別主体の計画期間全体にわたる利潤極大行為と，（b)各期にお- 

いて， 相対施格の変動をシグナルとする市場の需給均衡の二つの条件を与えれば，線里計画法の適 

用は，計画期間にわたる最適資源配分の均i r 状態をー举に決定し，均衡数量と均衡伽格の動学径路

を定める。その解は，各経済変数の比例的成長径路balanced economic g r o w t h を与えるであ*
(6 )

ろう。時間選択の実現した結果として，各期に共通めA 行列，B 行列が一義的に定まる。

この一般化された動学体系の定式化には，基本的に'"構造，，という概念は存在しない。与えられ- 

ている与件は， 生技術を表わす a c t i v i t y の全メ ニ ュ一だけである。代替的な技術のメニュ一の 

中から， 型計画によって選択された各部門に• ：>ずつの最適 a c t i v i t y の集合が（1) 式におけ 

る各時点のA , B行列を結果するに過ぎないからである。

他方，レオンティェプ自身によって提示された， "The dynam ic in v e r s e "モデルでは，構遣.
、 . ■

変化を含む動学体系は, . 次式のように表現されている（この定式イ匕の意味は後節'T：责述される）。

(2 )  A な ' + Bひi(XけしXり+ Cし : .

ここでは，各行列内部での相互連関性の性質を保持しつつ，時間の経過とともに技術係数行列全: 

体が変化して行く過程が表現されている。行列全体としての時間的変化（A *や Bけりの要因分析 

はなされていないが, そこには技術的連関挫の存在を基維とする"構造"概念の存在が明確に導入 

されていると見るべきであろう。

両体系を比較すれば，これら相違点は次のような命題を導く。「activ ity  analysis ,の適用によっ. 

て一̂般化された生産の動学体系では，技術係数のいかなる特性も,個別企業のま由にして独立な極 

大行為を制約することはなく，理論的に完全競争下の最適資源配分の状態を保障するような模型を 

構築する0 それに対し，レオンティュフ的拡充の方向に■おいては，技術の構造的特性の如何によっ 

ては，それが,完全競争の成立を制約する可能性をもつことを含意しているJこの相違は,各理論模型 

の基礎構造を直接梭誕することによってのみ，はじめてその有効性.が制定さ‘れる性格のものである

H ) 相違点の第2 は，各励学体系が扱かう時間概念の相違である。周知のように，a c t iv i t y 概 

念の導入による新古典派的一般化には，-励学的最適解を求める手段として線型計画法が適用される。, 

計画性（programming)の本質は，ある時点に立ったときの計画期間にわたる経済譜量の時間選択 

を一拳に決定する図式を与えるが，その励径路は現実の経済過程の雁史的時間の推移に対応する 

ものではない。むしろ，構造的与件が与えられたときの時間の軸に沿う針画的動学径路が考察の対 

象とされるのである。 ’ .

他方， "The dynam ic in v erse"の研究の;tf向では, 歴史的時間の推移に伴う経済変動と構造変， 

化の相互波及の分析に焦点が合わされる。この過程は次のように図示することができるであろう。

動学体系における，各変数の®)学経路をー举に決定する。それは，すべての価格，利子率化商量等の部門問の比例的おア 

衡成長径路を与えるであろう。'
注（6 )  Dorfmhn, Samuelson, Solow〔3 〕を参照せょ<̂ 、

90(782)
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経済発展の構造分析 

第 1 因経済発展のプロセス

歷史的時間の推移 

に伴なう動学径路

C’動学べクトル(t+2)

B '動学ベクトル(t+1) 

A’動学べクトル(t)

構造St+2 

構造Sj+i 

構造St

レオンチィユプ動ある時点乂に存在するIII造特性は，その経済に内在する動学的要素（たとぇぱ，

学体系におけるA行列，B行列の構造が規定する最大可能成長径路) を決定する。次の時点 t  + 1 期にか 

けて，経済ほこの決定された最大可能成長径路に沿って成長する力' 同時にこの成長自体が#^造変 

化を.ひき起こすであろう。新しい構造特性S f+ iは, t  + 1 時点における新しい動学的要ま（動学 

べクトル）を決定し,この過殺を次々と繰迪して行く „廣史的時間の推移に伴なう経済変動過程は 

図のA->B->C~>D….->Eを迪ると.考えられる。この過程を自锋的な模型で説明するためには,当 

然 { 時点からt + 1 時点へかけての経済成長自体が，構造の変化へフィード，バックする過程の分 

析がなさ,れねぱならない。この計画的時間の推移と，歴史的時間の推移という区別は，動学体系の 

実証分析にとって，きわめて重要な相違点である。発展の構造分析ののためには，後者の方向が有 

効かつ必要不可欠であることが以下の分析で示される。 ■ •

■ . . . . . - . . . .  . ，... ' .

( 3 ) 一つの観測事突，

'  ̂ . . ： - , . ' - 

, 8 . さて，われわれは, 理論と実証という立場から現実に対応する"-つの動学体系を#!築しなけ

れぱならない。このとき, いかすi：る特質をもつ理論模型を採択すべきかの選択に迫られることにな

る。そこで最初に，事英の観察から出発することにじよう。

第 2 図ほ，195 0年代後半から1970年代初頭にかけての日本ま済の卸売物価指数の‘-長期的推移を

示したものである。1973年の第1 次石油危機の頃まで，製造工業製品の卸売物価指数は，驚くべき

はど安定した雅移をホした6 この期間0 年平均上昇率は僅か1 % 内外であったが，このような低水

準を張期にわたって持練したというぎf庚は，他のいかなる：!:壤国にそのも例を見るClとはできな

— 91(^83) -
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( 資料：経済企画庁） ， .

( 6 )  V  >

だが，この一見安定レた総合卸売物価指数の推移の構造的背景には，第 3 図(1)〜(7)まで、の部門別 

生産者価格（producer’s p r ic e )の推移に見られるように, 各部門の特性に応じて，それぞれ全く異 

なった傾向を持つ大きな変化が見られる。後節で，生産関数の測定に基づく各部門の生産技術の型 

が決定される力S 第 3 図(1)〜(7)は, 全部門をそれら技術の型に分類したとき，各部門群に属する生 

産者価格の推移を追ったものである。

ま、ず第3 因(1)と(2)を見よう。K望と呼ぱれる技術を持った部門群の価格ほ，7 .非鉄金属一次製品,

石油製ロをI5 . 紙，を除いで，f面格は明白な下降傾向を迪った。とりわけ, 4 . 有機基礎化学薬品,

5 .化学合成繊維原料，1 7 .セメント，6 , 綴鉄 . 粗鋼等は，J 950年代丰ぱから，急速な下降向を持 

った。これらK望部門群の技術は，通常，大規模，大容量処理型•基礎資材加工型と呼ばれている 

資本集約的部門に対応している。

次に，第 3 図(3)を見よう◊ ここにはK ( I  一 M) 型と名づけられた各種の機械部門が集められて 

いる0 8 .造船を除いて，これら部門の1 9 5 0年代後半からの価格の推移は，1 1 .電気機械，9 .ま勘 

車，1 2 .精密機械，1 0 ,—般機械において，はぽ横道いの値向を示した（第3 図(1)《2)(3)において例外的 

な動きを示した部門，非鉄金属，石油製品，造船ぎは，何れも海外価格の変動に大きく左右される部門である 

ことに法意せよ）。 ： ’ ，

注（6 ) との期間卸売物toの水填の比較的安定した推移に对して，消費者価は，年卑2祈に近、上！?‘傘で推# した》この卸 

売# /価と消費者物伽の上昇ギの著しい乖離もまた他国に何を見ない度成長期の日本経済の特徴となる。このように物 

価上辟率の構造にはその国の處‘業構造，就業構造，贸易構造幾の特徵が银約して現われてくる，

— ^ 2 (7 8 4 )  ■一 "- '
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第2 図卸売物価の推移(1970年ニ100) A製造工業製品B非製造工業製品



経済発展の構造分析B

第 3 因-^ (1 ) . 大容量処理型技術

技術の型 

K (I- B ) 3 .石油製品‘
K (I- B ) 4 .有機基礎化学薬品 

K (I- B ) 5 ,化学合成繊維原料 

K (I- B ) 6 . 鋭鉄，粗鋼 

K (I~B) 7 .非鉄金属一次製品

Petroleum retining products 

Basic organic chemicals 

Artificial fiber materials 

Iron and steel

Nonferrous primary products

4 有機:!̂ 礎化学薬品

7 非欽金愿一次製品

/ /  \ - o - o
0-

51 52 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 year
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第 3 回一 （2 ) 資本使用型技術

技術の型 
K ( I I ) 1 5 .紙 

K ( I I ) 1 6 .パルプ 

K ( I I ) 1 7 ‘セメント

170 一

Paoer 

Pulp 

Cement

K ( I I ) 1 8 .無機:巡礎化学薬品 Basic inorganic chemicals

K( I I ) 1 9.化学肥料 Chemical manure
K(II) 2 0 .石炭製品 M i^ellanecms coal products

160

150

140

130

120

110

100

90 2 0 石 炭 製 品 1 5 紙

80

51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 6 3 ' 6 4  65 66 67 68 year
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経済発展の造分析B

第 3 因一（3 ) .大規模組立生産M 技術

技術の型
K (I-M ) 8. 造 船 Ships & ship repairing

K (I-M ) 9. 自動4 »ニ Motor vehicles

K (I-M ) 10. 一般機械 Machinery

K (I-M ) 11, tE気機械 Electrical machinery

K (I-M ) 12. 精密機械 Precision instruments

51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 year



2 2 .農林漁業 22.

2 3 .石廣.亜炭  23.

2 4 .原油‘天然ガス，鉱 物 2 4 .

25. m  糸 25.

2 6 .動植物油脂 26.

27 .製村，合板 27.

Agriculture, forestry; and fisheries

Coal &  lignite

Mining

Silk reeling &  spinning 

Vegetable &  animal oil &  fat 

Wood milling

2 6 動植物油脂
•(23)

(26)

2 7 製材，合板,
2 2 農林漁業

170

160

150

140

130

120

110

100

90

80

70

60

50

丄 J , lJL
51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 *68 year

9 6 ( 7 5 5 )
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第 3 図 一 （4 ) コ ブ • ダ グ ラ ス 収 盆 不 変 型

r三田学会お誌J 72巻 6 号 （1979年I2月）

技術の型
a - K )

a - K )

a - K )

a - K )

a - i o

(レ 10

25)

7

2

24)

A

2 3 石炭*亜炭

V



経済発展の構造分析B

第 3因一（5 ) 労働使用型技術

170

160 一

150

140 一

技術の型 
L (I )  2 8 .建設 . 土木 

L ( i )  2 9 .肉 • m 晨 品  

L ( I )  3 0 .水産食品 

L ( I )  3 1 .運 輸  

L ( I )  3 2 .廣 料 

L ( I )  3 3 .ゴム製品 

L (I )  3 4 .ガラス製品

Building &  construction 

Meat

c^eafood, preserved 

fransport services 

Paints

Rubber products 

Glass products

L ( I )  35.その他の製造業 Miscellaneous industrial products
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170

160

150

140

130

枝術の型 
L(Ii) .36.その他の輸送機械 

L(II) 37.金腐製品

42.陶磁器

43.建設角土石製品 

44：そめ他の土石製品 

45.医藥品

5 0 .卸売，小壳

5 1 .金融 .，保-険

52.，通 信

Other transport equipment 

Metal products

Pottery, china &  earthen were 

Structural clay products . . . .  

Other nonmetallic mineral products 

Medicine 

Trading

If inance &  insurance 

.しommunication services

3 7 金属製品 

•(45)

120

110

100

90

\ \ 5 1 金融，保

5 0 卸売•小売 
 ̂— —一"

( 3 7 )；

ホ

3 6 その他の輸送機械

•ン，

く '

4 2 陶磁器 

43 i 設用土石製品

50

60
5 2 通 信

98(790)
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第 3 図一 （6 ) 労働使用型技術
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経済発展の構造分析( )

第 3図一( 7 ) 労働使用型技*

170

160

150

140-

枝術の型 

L(II) ) m  * 同製品 

L(II) 39.家 具  

L{II) 40.その他木製品 

L(II) 41.新製品

L(II) 4 6 .纖物*染物.その他の繊維製品 

L(II) 4 7 .衣服. 廻品 

L(II) 4 8 .印聊.出版 

し(II) 49.その他の食料品

JLeather products 

1* urniture &  fixtures 

Other wood products 

P aper articles

Weaving & other fiber products 

Footwere & wearing apparel 

Printing and publishing 

Other food, prepared

4 1 紙製品

51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 year
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第 3 図(4)一ゆは，L - K 型もしくはL型と名づけられた技術の型を持つ労働集約的な部門の生産. 

者価格の動きを示したものである0 すべての部門2 3.石炭亜炭，3 3 .ゴム製品45医薬品等ニ，三例を 

除いての生産者価格は，ヒの朋間中上昇倾向を示した。

以上の価格の推移を簡潔に図示すれば，第 4 図のようになるであろう0

第4 図技術の塑と生ま者価格の推移

( L - K )型 
L (1 ),L (I I )型

100 K ( I - M )型

K ( I )型

この観測♦ 実の意味は次の通りである。 . .

1950年代から1970年代初頭にかけての日本経済の励学過殺は，この生産者価格の推移に明白お■示. 

されるように, 明らかに烈しい構造変化を伴った不比例的成長過程であったと見られる。. この成長: 

の過程は，'新古典派的励学モデルのそのままの適用では説明することがでぎない。本稿で構造変化 

を内生化したレオンティエフ動学モデルの谱築を試みる理由は，このような観察事実め積み重ねに
乂 . . . . . .

甚づいているのである。 ■ ■

(4 ) レ オ ン ァ ィ ュ プ 動 学 体 系 の 構 造

9 . さて，ここでレオンティュフ動学体系の構造を再考しておこう。まず経済.全体を》個め部門〉 

(s e c to r )に分割する。分割の基準は商品ペースである。このとき各時点ごとに，次のcommodity' 

b a la n c eの式が成立している《

(3) ' 5 ,ズ レ が ゾ + Cレ X i, i = l , 2 ……"

こ こ に ； t 期に，中間財として第j 部門で使用された第i 財の；i ： 

りWに資本財として第メ部門に投入された第r 財の量 

t 期に消費財として家ti-部門に豁要された第i 財の量 

t 期における第i 財の生産総量

C I

X5
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経请発展の構造分析B  .

( 3 ) 式は任意の時点における第'財にっいての 

■ ( 中間財需要） + (資本財需要） + (消費財需要）ニ （総生産量）

という会計的恒等関係を示している。'もし實易部門の存在を考慮するならぱ，両辺に輸出量および 

輸人量の調整項をつけ加えれぱよい。ここでほ，地域的に閉じた 一*つの経済体系an economic 

s y s t e m を考えることにしよう。したがって，最終窗要項目（final demand)は，資本財需要と家 

計消費需要のニ項目のみを考慮すればよい0

さて，ひ）式に含まれている各プロ一変数一— xij, sfj, c し x i — - の水準は，どのようなメカ 

ニズムの下に決定されるのだろう力、。 •

( i ) 第 1 に, 各部門での生産活動を実現するためには，本源的要素としての労働が属用されてい 

なければならない。 n 寺点において各部門で雇用された必要労働量を次の行べクトルで示すととに 

しょぅ。

( 4 ) ひニ  L i , … …Lレ ，‘… ,

< y は行べクトルを示す。 . .

( i i ) 第 2 は, 《時点においてすでに存在している資本ストックのま動という条件である。（1) 式

で示された《期のフロー变数の取引構造の背景には, け 一 1 ) 期までに蓄積されてきた資本スト

ックの構造が存在していなければならない0 このとき，任意のj 部門にお、て期首に存在している
(7)

資本ストッグの構造が，それを構成している各商品の物的量に分解されるものと仮定しよう。これ

らをSし, Sレ ，… Sシ…… S4プという記号で表わす。

この仮定により任意の t 時点における経済全体の資本ス 

で表わされるだろう。

'S5i S;2, … S f , s i n 、

ックの量は，構造的には，次の行列

( 5 )  C S / ] -

S22 . "…Sレ  Sをn

S i 2  s も ，‘ " . . s を?

Sni S«2 Silj......

この（5 ) 式と, 先 の （3 ) 式の第2 項に表われるプロ一変数プとの関係が，次 の （6 ) 式あ 

るいは（6 ) ' 式で示される。

(6 )  S i r  ニ Sレ+ ぶレ 1 , 2 n

(6 )/  ん ニ S&1 — S1；, i ,  メニ 1 , ，2 " n

法（7 ) この仮定につい力t 次稿，「経濟発展の構造分析tOj ESffl学会縱お73巻'1号を参照せよ,
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この関係5^が, 体係の flow-stock’の構造的関係を形成しているのである。

19 * ? て，レオンチィュフ励学体系を特徴づける投入係数行列, 資本係数行列が，次のょうに 

定義される。

まず第1 に，任意の時点における個々の中間投入係数《レと労働投入係数 / 5 , を定義しょう。

(7 )  a<ij ニ x y x t ハ i , メニ1 , 2 ……" ；中間投入係数

( 8 ) 巧 ニ Uj / Xi i ニ 1 , 2 … … 《;劳働投入係数

任意り時点《において，経済全体に実現している投入係数行列，A ，おょび労働投入係数べクト 

ル . い

( 9 )  A ら 0 し] ; 中問投入係数行歹ij (W X ：« 行列）

(10)  / ら （ゆ/;労働投入係数ベクトル（1.X  " 行ベクトル） '

で表わされる0 労働役入係数ベクトル/ *は，後の価格決定方程式に用いられるン ■

任意の《時点における資本係数行列, については，その定義はやや複雑となる。しかし一般 

的には，ストック変数 *5をプとフローの産出量X }の比率として，資本係数ろ" が

(11 ) M j  ニ％ / X い i ,  j  ニ U  2 …… M

(12) Bら [ろし] ; / 資本係数行列（ " X " ぺクトル）

のように定義される。 （時点間で何等かの技術变化が生じている場合についての定義は後述する）。上記 

(9 ) ,  (10 ) ,  ( 1 2 ) の各式c6定義において，A '行列/*べクトル，B[行列の時点間の変化について 

は何等の言及もなされていない。これらの行列が，いかなる要因に•ょって恋化するかの相違にょっ 

て，種々の特性をもつ動学体系が定式化されることになる。以下にその特殊なケースとしての古典 

的励学体系の例をのべておこう。

1 1 . レオンチィュフ動学体系 ,

いま.，形式的に,. Aソ〒列，B《行列の何れも，時間りこ関して不变,また相対価格の変化に対し 

ても不変であると仮定してみよう。任意のらメのすべてに対して，
■ ■ I '

ニ‘c o n s t. . , りf广  co nst.

したがって，A 行列，B行列は，一定係数行列となる。その結果，前述の（7 ), (1 1 ), (12) およ 

び( 6 ) 式は， ‘

( 7 ) / Xij :=びり

(11)/ S i r =bij X} ま f c s y - i  ニbij ザ

(12)/ ニ~ c <+：
一〜 j ' 一SI/ 二み" (X}^i — Xj)

V)2(794)



経済発展の構造分析B

となる。これらを，（1 ) の commodity b a la n c eの式に代入すれぱ, 容易に次の一*階の速立一"次 

定差方程武

(13 )  S  び fプ X) + S1 ゾ" （XJ+し  X5) + Ci ニ Xを， ミニ 1 ‘2, .......«

を得る。さらにこれを行列形式で表現すれば，次式カン得られる。（ホの(1)式に等しい）

(1 4 )  A X '+  B (X *+ i-X O  +  C ^= X '

但し，各時点におけるX S 0 は，M X 1 の列べ夕トルをまわす。

( 1 4 ) 式は，通常，レオンチィュフ動学体系，またこ式から求められる; の軌道は■^般にレオ 

ソチイエプ軌道と呼ばれている。

⑤構造変化を含む動学休系

12.— 般にレオンティエフの動学体系を表わすG 4 ) 式において，係数行列>/\と8 が，ともに時 

間を通じて一定ならぱ，この定差方程式の一般解は，いわゆるレオンチィエフ軌道を与えるが，そ 

れはすでにのベたように，技術の完全結合によるrがんじがらめの体ネJ とならざるを得ない6 そ 

こで，技術変化が生起しfc場合を考察しよう。構造変化を合む動学体系は，最も一^般的な形では， 

次のように定式化できるであろう0:

( 1 5 )  A レ• X — B し （X け1 - X り+  Cら X (

(1 6 )  A 【ニA (ゲ）， .

ここに ， A (が）および, りは , A およびB 行列の各要素が，それぞれであるいはをといっ 

た何等かの要因変数の関数であることを示している。任意の t 時点に0 やミ変数が'0 = が， ミニケ 

という値をとれぱ， 《時点の係数行列AS Bしは次式

(1 7 )  A {ニ A (が) ， B ' = B ( |0

によって，決定されるであろう。 ' '

より正確には，この関係ほ次のような関係式で示される。 AS 行列

注（7 ) ( 1 2 ) 式は，定墓方程式体系としてま現されているが，レオンチィユフの1953年の論文"Dynamic Analysis"では；

(12)'は A ; c + B # + C  ニズのように一階め速☆；微分方程式在，系として動学体系がま現されている。動学体系の耍因

分 析 に 関 し て ， 兩 表 現 に は 本 質 的 な 華 照 ま な い 。 本 文 （I 2 ) 式 に ぉ い て 時 間 { の 関 数 と し て の 各 変 数 の 性 格 を 陽 表 化 す  

れ ぱ ， X « s X ( り の よ う に 書 け る 。 と の と き ， （1 2 ) " A X ( 0  +  B { X ( / + 1 )  — X ( り } + C ニ X ( 0 と な る 。 各 時 点 の 消  

費 C は ， こ の 動 学 体 系 の 外 か ら 定 め ら れ る 変 数 で あ っ て ， い か な る 意 味 や も こ の 体 系 内 か ら は 定 め 得 な い 。 与 え ら れ た  

C に 対 す る i f # 学 解 を X と し て ， ズ （り ニ X ( り 一 X を 定 教 す る と ， （1 2 ) " 式 は ，

( 1 2 ) ' " ズ （/ + 1 )  =  D - ，（I 一 A  +  D ) ' ( り

のように書ける。この式の一般解は，A；( / ) ニ パ で 与 え ら れ る 。とこに■ノブは，（12〉"'式の右辺の係数行列の固

有 很 メ は h に廣するISj有ぺクトル，リメはお側条条件によって定まる定数である。ズ（りの軌跡を一般にレオンチ 

ィ乂プ軌道と呼ぶ。詳しい展W1は 〔3 〕〔6 〕を参照。 、 - ■

• •—— '103(^95) - ~~

ねね''



r三田学会雑誌J 72卷6 号 （1979牟I2月）

1 , 2

において，各行列9 要素の時間的変、化を次式で表わすことにしよう

(18) G{j ニんゾ(が) ， b\j ニ gij (ヴ）

この（1 8 ) 式において，（イ)構造変化をひき起こす耍因変数び， をは，具体的にどのような変数に 

对応するのか，（ロ)次いで f i j , ルJ 関数はどのように特定化されるか，が別個の研究で押し進めら 

れなけれぱならない0 この/ '" ,  関数の経験的導出が，生産関数の測定の問題である。われわれ

は，後節で各部の技術の型を決定するが，そこで採択された^ ^ をに対応する变数と，/{ハ 

の関数の特定化を基にして，前出の（1 5 ) 式，および（1 6 )式，つまり構造变化を含む動学体系を， 

経験的に導出しようと試みるのである。

1 3 . その前に，上にのべた基本的な関係に対比して;，レオンチィュフの"T h e d yn am ic inverse"  

モデルがどのよ.うな構造を持って展開されているかを見ておこう 

f i u ダfノ関数の確定について，レオンチィュプま身は，直接投入係数行列A S 資本係数行列 

の変化の要因分析を行なっていない。むしろ，何等かの理由によって現実に生起した技術係数の変 

化が，どのように経済体系の従属変数（価格や数量〉に影響を与えたかをま^後的かつ理論的に考察 

しようとする0 モデルは次式のように定式化される（"The dynamic inverse"〔 7〕)。

(19) X '-A ^X * 一 B け —Xり ニ

この定式化が，古典的なレオンティュフ動学モデルと異なるのは次のニ点である。

(イ） 投入係数行列A S 資 本 係 数 行 列 に 時 点 t およびt + 1 を示すサフィックスが付されて 

いることは，年々の技術変化の影響を許容した体系であることを意味している。

(ロ） とくに資本係数行列3 けレに対し，一時点先のサクィックスf + 1 が付されている点に，こ 

のモデルの⑩徵が見られる。その意味は，当該年次に新しく生産きれた機械設備がすでに技術/ま化 

の効果を含んでおり，その機械設備は次の期に稼動すること，つまり次の期に作励する技術変化が 

すでに当該時点の経済システムによって生み出されているという関係を示唆している。換言■すれば， 

1 期先に卖現するはずの技衛変化を当該時点の動学システムの中に合#する意図を表わしているの 

である。このよう.にして( 1 9 ) 式においては構造変化を含む拡充された動学体系への方向が示され 

たことになる。 .
しかし，この "T he dynam ic in v e r s e "の論文においては， や が ど の よ うにま化す 

るかの自ポ iな分析は明示的に与えられていない。したがろて，一期先 の ト1 が明示されない限 

り，この体系を時間の流れにう励学径路に適用することはできない0 そこで, レオンチィエフは， 

この体系を逆に時間を過去にさかのぱって, 過去に実現した時間的な速I t構造の内容を明らかにす 

るという目的に用いた。要約すれぱ，アメリカ経済の年々実現したA * と Bみ1 の係数行列まを与

*—— 104(70の ——  ’



経済発展の構造分析B

えて，時間を過去にさかのぽり，現在時点り消費ベクトルC o , 1 期前の消費ベクトルC -i'‘v."かぇ期 

前の消費べクトルの系列を実現するためには,各部門が過去のいかなる時点に生産を開始し 

かつその拡大を持続しなければならなかったかを数値的に追跡したのである。

このような考え方は，ヴ:Cーム，バヴエルクの展開した生産段階の理論を拡充し2 工業化の過程 

は，迁回生産の長期化を伴うというオースドリア学派の資本理論を，現代の発達した投入，産出分 

祈の手法によって具体化したものといえよう0 ぎ後的な分析であるとはいえ，生産構造の時間的速 

韻の態様を追跡したこの研究のもつ意味はきわめて大きいと言'わねぱならない/

(6) 規 模 の 経 済 性 の 檢 出 ン

. , . . ■ .  . ' .

M . さて/ 構造変化を合むレオンティエフ動学体系を自律的なモデルとして作動させるためには， 

A * や Bけ》の変化を動学体系に組込んだモデル、の定式化が必要となる。その方向は, 次’のように 

.展開される。

分析の基本方程式

現行の経済体系が，その期の生産構造を基盤にして次期に稼動するはずの投資設備の新しい技術 

を生み出すという時間的推移を追うシステムは，記号的には次のように表わされるだろう。

(2 0 )  {B '— >AS (A S  Bり一- ；Bけ1— >AけS (A ’+レ Bけ り : ...}

この式は，現存している資本ストックの構造 (stock s tr u c tu r e )が，その時点での中間投入財

の技術係数行列I ’A* (flow stru ctu re)を規定し，，さらにA * とB * とで示される現行技術構造の総体 

，(A S  B O ゼ、, 経済成長の過程で次の期の新しい資本財の技術Bけ1を生み出していくという時間的 

:推移を示している。 ' ,

ここで, 第 1 次近似として，投 入 係 数 行 列 は ，資本ストックの構造の変化Bけ1と独立，か '0  

時間にかんしても不変という仮定をとろう（A ^の変化については〔1 )を参照)。

この仮定fOため，結局先の ( 2 0 ) 式は次のように簡略化される。

( 2 1 ) {B' —

このとき，次のような仮説をたてる0 ,

「資本係数行列の変化{か一 に対して，われわれは設備にかんする規模の経済性（非経済 

性）の効果を重視するJ。

いうまでもなく，この仮説の有効性は検証結果によって定まる0 .

そこで，われわれのモデルにおける発展の基本方程式は, 次 の （I ) および（H) の両式のよう

.注（8 ) イ (A<, BO— 1̂3け，} という因式の愉崎化にかんして，たとえA<が時間にかんして不変であっても，本来
. > .
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r ( ェ） （ I 一AりXし Bけi ( x け1 - X りニc^

基本方程式i A ニ[の' ] , B'+，ニ [みけ1 ] , i ,  j  ニ U  2 . …" "

(IT) Bけ1 ニ FQCS X<+i, BO
- V ■ '

旧式は,レオンティュプの "The dynam ic in v erse*'の式において，投入係数行列を表わすA_ 

は不疲，資本係数行列の変化のみが考慮された式である。

m 式は，資本係数行列の年々の'变 化 {B*~~~>Bめ } 力' ; ,生産設備能力の変化（Xf-~>X*+i) のみ 

に依存するという関係を表わしている。F 関数の形が決定されれば，（I ) ,  ( n ) の基本方程式: 

は，与えられたひの系列値に対して，供給サイドにおける構造変化を含む動学システムを与える 

であろう。すなわち，経済が拡大するにつれて，B '+ iは変化し, そのお果，構造変化を伴いつつ動i 

学システムは進行する。

1 5. 技術の型と生産関数測定

さて，上 記 （I ) 式のBムト1 の変化を実際に計測しなければならない。これは，生ま関数の計測i 

という基本的な問題である（生ま関数の基礎的只f究については，〔2〕，〔8 〕および次稿r経済発展の分析はli 

を参照)。ここでは生産関数の詳細につ.いてのぺることは避け,その時系列分析結果だけについての> 

ベておこ'う。

計測のために，次のような（互）式のF 関数の特串化を行う。すなわち， t 時点からけ+ 1 )特 

点にかけて，賞本系数行列B の各要素ゐミプとがとの間の变化が，第メ部門の生産能力の规模Xボ 

とX ) との変化に依存するという関係を，次の対数線型の式で近似する。

)mC

がぶ、 XJm

ただし，lh j〉（K i ，メニ 1 , 2 n )
ろ W  \

ここに，B '= [ろ！; ] ,  Bけi,= [bSi]

もし，すべてのしメに ついて，ルプニ1 ならぱ，資本係数行列Bは の時間的変化にかんして 

一定となり， この意味での技術変化は生じない。 もし，タ{プ< 1 ならば，規模拡大に応じて資本係: 

数みり.の値は変化する。次に，基本式（D I)に基づく計測式の設定とそれに基づく各部門の技術の, 

聖の決定という問題に移ろう。それは以下のような順序でなされた。

は{(A, 13り一 一 け1}という図式になるはずである。とのことは（A, B » )行列に基づく経済運きのシステムが，次‘ 
期の技街を虫み出すという者え力に基づいている。このlifj週は，資本評価の iiy®に関係している。ととでは，倚略化:， 

のためにゆ'一 >13'"}のみを第1次近似としてとり上げた。

との生摩模掀大の孰とを饥視するという立場は，クズネッツによる多くの綿納的発見蓄粮や，A. B . チ ネ ；；イ/ 
をはじめとすろ多くの工学的生glm)数のfi•測紹果に墓礎を置いている◊

   \ 0 ^ ( 7 9 8 )一'---



経済発展の構造分析B  ,

第一に，現奨に，経済の全部門のすべてが（21) 式で示されるような設備能力規模が大きく作用 

するような技術であるとはかぎらなぃ。そこで基本式（D O に対立する従来技術の表現として，伝 

統的なコプ，ダグラス型生産関数を同時に計測した。その結果，統計的にいずれが有意であるかを， 

判定し，その規準に従って経済を大きく K型部門（資本染約塑技術）とL 型 （労働集約盤技術）のニマ 

に分けた。次ぃでi c壁部門とL型部門の中を，さらに推定された技術バラメータ値をはぽ等しくす 

る六つの小群に分類した。この小群分類には，資本集約度（K /L )の水準を捕足情報として用ぃた。

第二に,’ 理論模型め耍請する.観測データの問題である0 利用可能なデータは,各部門の実質粗生 

産額X y ,資本ストックの実質額Kハそして雇用者数L j の長期時系列データである。資本係数行 

歹y.Sfプのデータは時系列には得られなかった。そこで次のように考える。任意め第メ部門につぃ 

て，適当なゥェイトをとり， ，

Kすニ S  w t j  ，ここでWiメはウェイト

の成立するような資本集計量KJを考える。そして，現まに得られる資本ストック.のデータKゾをKす 

の近似として用ぃた。これらの長期時系列データ• セットは，「日本経済データ開発^^^ンター」に 

おぃて，最も精度の高ぃレベルで推計されたものである。推計された期間は，1 9 5 1年から 1 9 6 8年 

までの18年間をカバーしてぃる。

1 6 . 上記の考察から, 次のニ組の実験式が全部門につぃて計測された。

(m - 1 ) 〜，k - « k X ，k ;要素制約型

cin~2) X ニび] ; コブ.ダクラス型

ここにL は労働投入量, Kは資本ストック量，X は粗生産量である。（皿-1 ) 式は，•̂ 般に要素 

制約里と呼ばれ，その特定の場合，すなわち，仏ニ 1 ，Pk ニ1のとき， よく知られたレオンチィュ 

フ生産係数となる。 ( i n - 2 )式は周知の要:素代替的生産関数で，代用の弾力性が1 チ等しぃ場合で 

ある。さて，経済の全部門 (産業魂関ま54部門ま）に対じて，両式を計測してみると，（m-1) 式が 

よく当てはまる部門群と，.（皿- 2 ) 式がよく当てはまる部門群に大きく分けられる。そこで,前者 

をK型部門，後者をL型部門と呼ぶことにしよう。これらの関係は次のようである。

全部門

(i) t 型部門

(ii) L型部門

K ( I ) 型部門
K ( I - B ) 型部門

K ( I - M ) 型部門‘‘‘…

"(ィ) 

'(ロ》

[ K ( ] D 型部門 … 

( L - K ) 型 部 … 

L ( I ) 型部門 … 

LL(II) 型部門 

—— 1 0 7び 9 9 )



(イ）大容量想Bfi型技術K ( 1  一 B )型

r三旧学会雑誌j 72教6 号 （1979年12月〉 ■

まず，次の第 1 表エを見よう。まの,K ( I ) 型 （《ィ)と(ロ〉）の部門群ではP k の値がすべて 1 より小 

さく，はは’ 0 . 5 〜0 . 6  くらいの間にある。

第 1 表 生 産 技 術 の 型 ；K 型部門

技術のタイプ部け名

(1〉生産関数のバラメタ

£ lL
平均L =  aL,X^L

' . 目 K'
K ニ ctkX%

K m 1 .電 ガ 0.12 0.80 17.43

K(I) 2 .都市ガス，水道 0.68 0.73 2.59
KII) 3 .石他製品 0.27 0.65 14.76
KII) 4 .有機基礎化学薬品 0.33 0.72 5.70

KII) 5 .化学合成繊維原料 0.10 0.84 3.89
KII) 6 .鉄铁.粗鋼 . 0 . 3 0 0.80 3.86
KII) 7 .非铁金厲一次製品 0.38 0.73 3.84

技 - 術 特 性

り評測式：（1 ) L = « l X れ，
K ニ び k Xか

i i ) バラメタ特性：/SiXl,  
|8k < 1

iii) バラメタ値；
ク l  = 0.2 〜0.3 _

i v )資本集約度;（K/E) の値 
か大 （> 3 )

大親段組立生産型技術K (L - M ) 型

技術のタイプ部門名

K(I) 8.造 船  
K【1 ) 9 . 自動， 

K【m o.— 般機械 
K【I)11.電気機械 
K(I)12.精密機械 
K(I)13.^j 績 
K【I)14.酒.飲料

(1)生産関数のパラメタ

K:

0.07 0 .8 0 1.19
0 .46 0 .70 2 .12
0 .52 0 .88 , 0 . 6 2
0.55 0.91 1.00
0 .5 3 0 .97 0 .59
0 .26 0 .59 2 .07
0 .33 0 .7 9 2.26

3

1951〜 1968
平;!̂

技 術 特 性

り計測式；（1 ) Lニ む 」，
.K ニびkXタK

i i ) バラメタ特性； /9k < 1 , 
jSK<l

i i i )バラメタ値：
ち 0 .3  〜0.6

M 資本盤約度; (K/E) の値 
は中程度（< 3 )

資本用型技術（KW) 型

技術のタイプ部門名

(1)生産関数のパラメタ

i 2 § 4
平均L ニ

/5k
K =  q：kX^k

K m i 5 .紙 0 .13 1 .03 3.07
K(I)16,パルプ - 0 . 2 9 1 .23 3 .94
K U )1 7 .セメント 0 .08 1 .03 9 .07
K W 1 8.無機基礎化学架品 0 .04 1.01 2.71
K{j[)19.化学肥料 - 0 . 7 1 1.71 4 .97
K (1)20.石炭製品 - 0 . 0 9 1.67 1.50
K m 2 1 .たぱこ 0.18 2 .30 1.83

技 術 特 性

i ) 計測式； =
K ニ o：kX か

i i > パラメタ特性；ル < 1 ,  
^K>1

i i i )バラメタ値;/3 l< 1

i v )資本染約度；（K/[ )の値 
は大

G説明〕 0) K m型では, すべてガK < 1。つまりX y の拡大は資本係数K /を縮小させる。

{ i i ) (ィ)の大容觅她型技数K( 1  一B ) 動では，平均資本装備傘（K / [ ) の値が大きく，かつ化％0.2〜0.3  
と小さい。

脚 （ロ)の大规摸組立型技術K ( I 一 M ) 型では，平均資本嬰礎ポ( K / L )の値が相対的に小さく，かつ造船を 
除いて /9l^^0.3〜0 . 6 と相対的に大きい。，

(iv̂ 1CW型では，対照的にか >1。つまりX / の拡大は，資本係数K 'を拡大する傾向をもつ◊ タLは極端に 

小さい。

(V) K m型，K{I)型を含めて，すぺてタし< 1 である。
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- 経済発展の構造分析B

これは先の基本式（n o において，設備能力Xゾの拡大が，新設の資本財の技術苹新を惹き起こ 

すという場合の典型的な部門群である。仏く 1 ，化 <  1 ということは，労{動投入，資本.投入両面 

において, 生産能力のスケール，メリットの効果が強く働くということを示す。もし需要侧の条件 

さえ満たされれば，この型の技術はますます大型化され，どこまでも拡大を持続レていくであろう。

(イ） 大 容 量 勉 理 型 技 術 型 ） ■

このK ( I ) 型技術の中味をさらに検討すれば，類似のパラメータ値をもつおよそ二つの群に分 

けられる。その第一の群をK ( I - B ) 盤と呼ぼう。それは，労働投入の弾力性の値が極端に小 

さく 0 9^4 ^0 .2〜0 . 3 程度），かつ平均資本集約度（K / [ ) の値が大きい技術である。 これらは一般 

には装置型工業の技術と呼ばれるが，ここでは巨大な資ネを必要とし，かつ設備の大聖化自体が極 

端に労働を節約するという意味で，"大容量処理型技術"と名づけられた。石油化学工業や鉄鋼がそ 

の典型である。

(ロ） 大規模組立生産型技術（K (l 一M )型) •

その第二群は第1 まで"大規模組立生産技術" と名づけられた技術の型である。そこでは先と同 

様, 生産規模拡大によフて労働，資本両投入面において規模の経済性を追求できるが，（イ)のK ( r -  

B ) 型に比べて* 労働投入の弾力性パラメータiSi/ め値がやや大きく Q5i^4：0 .3〜0 .6) , かつ資本 

集.約 度 （K / [ ) の値がK ( I - B ) 型ほど大きくはない。この部門の技術をかりに大摸模組立生産技 

術と名づければ，そこには機械類のほとんどが含まれていることを知る。

(ハ） 資本使用型技術（K ( Q ) 型) . ， -

次に(ハ)のK ( i r ) 型技術についてみよう。この技術の特徴は，労投入面において規模の経済性 

, ( / 3 l >1 ) が強く働くが, 資本投入面では逆に規模の非経済性（か > 1 ) が作用し，かつ資本集約 

度 ( K / [ )の値が相対的に大きい。したがって，賞金の相対的上昇過程では，規模拡大による労働

約の誘引力が強く働くであろう。パルプ，セメント，無機化学製品, 化学肥料，石炭製品業，比 

較的伝統的な中間財部門がこれに含まれて、、る。現在，構造不況業と呼ばれている部門はすべてこ 

の群に含まれている。

以上，（イ)，（ロ) , ( ハ)の三群を総称して資本集約型（K型）技術と呼ぶことにしよう。これに対する 

もう一つが，穷働集約型（L型）技術と名づけられた群である。そこでは，生産関数が基本的には， 

コプ，ダグラス型で近似され，資本装備率も小さい。これらは第2 表にまとめられている。

(ニ) コプ• ダグラス收怨不変豐技術（(L—K ) 型）

L.型技術をもつ部門のうち，この（L - K ) 盤は一次同次の生産関数（な+ なニ 1 ) がよくフィ 

ットする群である。巨大技術をもつ部門に比べて労働‘資本の古典的な代替関係が見られるという 

:ま味で，在来的な技術の型を示す。ここには, 農業を4 •心とする一次産業が含まれている。

欣 ‘ (へ） 労働使用11技 術 （L ( I ) 型とL ( I i ) 型）， ，

' —— ■109(5(?i)



L-K22.農林漁業 

レK23.石炭.亜炭 

L-K24 .原油，天然ガス.鉱物 

レ K25.製 糸  

レ K26.勤植物油脂 

L-K27.製材.合板

L{]U36.その他の輪送機械 

L m 3 7.金厲製品 

L(]U38.皮本，同製品 

L (1)39.家 具  

LnU40,その他木裂品 

L (1)41.紙製品 

L m 4 2*陶磁器 

L(1)43.建設用土石製品 

L{I)44.その他のこb石 品  

L m 4 5.医薬品
T (1146織物. 染物，その他の繊 M IH b‘纽製品

L (5)47.衣服，身廻品 

MHH8.印刷，出版 

L{fl)49.その他の食料品 

L (1)50.卸売.小売 

L W Sl,を融*保険 
LW 52.通 信

1.31

1.35

2.21
1.82

2.3.3

1.29

1.39

1.59  

1.87  

1.20 
1.75  

1.93  

1.43  

1.26  

1.95

1.60  

3.38

0.54

0.30

.0.07

0.44

0.68
0.56

0.55

0.96

0.19

0.80

0.63

0.28

0.27

0.35

0.84

0.22
0.08

1.01

0.49

0.40

0.40

0.26

0.72

0.51

0.57

1.15

1.25

0.79

0.31

0.57

0.65

0.65

0.70

0,17

i ) 計測式：X ニ

i i ) シラメタ# 性； 
?*L+rK>i

iii)パラ メ ク値；r L > l; /K < i

iv)資本集約度; ((K/E) の 
値は小（<1)

(ホ）労働使用型技術（収益適増:

(1)

な
(2)(きレ

1951〜 1968 
平均

技 術 ' 持 性技術のタイプ部門名

L(1)28.建設 . 土木 .

L (1)29.肉，酌農品 

LmSO.水ま食品 

L{I)3し運輪 

L m 3 2.塗 料  

L 11)33.ゴム製品 - 

L m 3 4.ガラス製品 

MI}35.その他め製造業

技術のタイプ部門名
(1)

•j- — Of6*j~/5o

0.67

0.56

0.64

0.70

0.69

0.78

(2)(を)'
1951〜伽 8

平均

6
 

0
 

6
 

9
 

1
 

8
 

4
 

9
 

5

-

5
 

9
 

6

0 

0 

0 

0 

1 

0

技 術 テ 性

i ) 計測式：（1)X/Lニ 
(K/L)^®

i i ) バラメタ特性；一次同次

i i i )パラメタ値；ね 0 , 5
i v )資本集約度；(K/L) の値 

が小（< 1 )  、

) (L(I), LIB)型）

〔説明〕 《i ) .これらの部r iはコプ• ダグラス型生産関数のよく当てはまった部門辟である。 ，

(ii) ( L —K ) 厘部門では，収益不変Ox+)<Kニ 1 ) 力‘、成立する。

(iii) L m型およびL m型部門では，rし+ r x > 1が さ れ た ノ

最後は，ん労働使用型技術7 ：名づけられた鮮である。その特徴は，ダグラス型の生産関数で’，な 

おかゥ収樓通壤傾向がIU11されるということである（r i ^ + r K > 1 )。とくにL ( I I ) 塑においては，

~ 一  \ \ 0 { 8 0 2 ) ——

P；:lf仏ね に 巧 か ご て

:ti1学会雑誌J 72巻6 号 （19?9年12月）.

第 2 表 生 産 技 術 の 型 ：L 型部門

(ニ ) コブ，ダグラス収益不変型（（ L一 K )型）
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経済発展の構造分析H

アL > 1 という計測値が得られた。 L O ) 型，L ( H ) 型ともに資本装備率（K / [ ) .の値は小さく， 

労働吸収力は，とくにL C I O 型部門において大きい。

全経済部門の技術特性は，はぱこの六つのグループに分けることができた◊ 先にのペナこ構造変化 

を含む動学体系の基本方程式（I ) と （m において，K ( i ) 型技術が，まぎれもなく規模の効 

来を重視したわれわれの作業仮説（I ) の命題に一政している。もしこの部群が, 投資，生産，所 

得発生の面において，，全経済の中で常に大きな比重を占めてき:たとすれば，このK ( I ) 型部門群 

は，経済を牽引するリーディング，セクターめ役割を果たすことになる。このとき経済体系の構造 

变化は，その本質において, われわれの基本方程式（I ) ,  ( H ) の®！学プロセスに従って進展した 

と説明できる。以上の計測では，規模の経済性の明白な存在が統計的に確認された。この規模の経 

済性という特性が, 構造変化にどのように影響するがの定量的分析が次の課題となる。

1 7. この稿の要約

冒頭にのべたように，構造変化を含む動学体系の一つの模型を提示することが，この班究の最終 

的な目的であった。このモデルを自律的な摸型として確立するためには，まず構造変化を惹き起こ 

す基礎的要因が摘出されなければならない。この稿では，生産関数の計測という手段により，規模 

の経済性という要因が検出された。この想摸め経済性の効果が，資本係数あがIJの時間的変化に対し 

てどのように影響するかの因式が第4 節で与えられている。それは，経済の変動過程が，資本係数 

行列の変:化を通じて，構造変化を惹き起こしていく過程を分析的に説明するものである。1950年代 

から 1 9 7 0年初頭にかけての日本経済の高成長期における構造変化の過程は，この動学体系によっ 

てよく説明されることが次稿以下で示される。：

他方，第 2 節以降の分析の系譜の説明においては，意図的に新古典派的糖?釈によるレオンティエ 

フ動学体系の一般化という方向に対比して，レオンティエフ的拡充（"The dynamic inverse" モデ 

ル）.の方向の特徴を明らかにしようと試みた。その結果,前者においては理論模型の性質として 

"構造" という概念が存在しないのに対し，レオンティエフ経濟体系の接近では，理論模型が本質的 

に"構造"という概念を中核に据えて構築されていることが明らかにされた。経済体系の基底に確た 

る構造的関係が存在することを経験的に立証するためには，部門間の関係を発生させるより基礎的 

な技術的特性の分析がなされなけれぱならない。この点に関しては廣業速関体系の構造に，部門間 

の配列順序を決定する幾つかの"素原材料加工系統" を確認するという研究結果が得られている。 

この系統の存在は，各時点を貫く構造変化の方向に一^定の規則性を与えるであろう（次稿で謎述す 

る)。

親摸の経済性の檢出と，素原材料系統の確認を基礎にして, 構造変化を含む動学体系の一*つの摸 

型々 m集され, その有効性が統計的に検証される。これらの点が次稿以下での課題となる。
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